
　 2013 年 8 月 7 日
　 　 丸 紅 株 式 会 社

(単位：億円)

（*1） 「売上高」は、取引形態の如何にかかわりなく当社及び連結子会社の関与する全ての取引を含んでおります。

　　　 「売上高」及び「営業利益」は、投資家の便宜を考慮し、日本の会計慣行に従った自主的な表示であり、IFRSで求められている表示ではありません。

（*2） 実態営業利益＝売上総利益+販売費及び一般管理費

（*3） 基礎収益＝実態営業利益+支払利息（受取利息控除後）+受取配当金+持分法による投資損益

（*4）　ネットDEレシオ＝連結ネット有利子負債/連結資本

 

（*）ｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞ･ｾｸﾞﾒﾝﾄは2012年度末現在の組織ﾍﾞｰｽとなっております。 
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【連結決算の概要】

○

○

○

【損益の状況】

○売上総利益 ・・・ 5,396億円

○営業利益 ・・・ 1,284億円

○税引前利益 ・・・ 1,573億円

・固定資産損益 ▲603億円（前年度対比▲428億円）

・有価証券損益 ▲  27億円（前年度対比▲ 80億円）

（参考）持分法による投資損益 ・・・ 830億円

持分法による投資損益の主な内訳は以下の通り。

チリ銅事業 174億円 （前年度対比 ▲44億円）

伊藤忠丸紅鉄鋼 110億円 （前年度対比 ▲  8億円）

JELLINBAH GROUP   47億円 （前年度対比 ▲69億円）

売上総利益の減益に加えて、人件費を中心に販売費及び一般管理費が前年度対比207
億円増加したことを主因に、前年度対比244億円の減益となった。

海外電力事業、輸送機関連事業が増益となったものの、資源関連事業が減益となったこと
を主因に、前年度対比33億円の減益となった。

減損による固定資産損益の悪化及び関係会社株式の減損等による有価証券損益の悪化
を主因に、前年度対比787億円の減益となった。

親会社の所有者に帰属する当期利益は、金属、エネルギーセグメントの減益を主因に、
前年度対比246億円（16％）減益の1,301億円となった。

減益： 金属（前年度対比▲132億円：主に鉄鋼原料の価格下落）、

連結資本は、利益の積み上げ及び在外営業活動体の換算差額の改善を主因に、前年度
末対比2,399億円増加の1兆2,040億円となった。

連結ネット有利子負債は、前年度末対比212億円増加の1兆8,559億円となり、ネットDE
レシオは、連結資本の増加を主因に、前年度末対比0.36ポイント改善の1.54倍となった。

資源価格の下落及び海外電力事業の関連会社化による減益を主因に、前年度対比27
億円の減益となった。

増益： 海外支店･現地法人（前年度対比+105億円：主に米国会社）、

　　　　 輸送機（前年度対比+74億円：主に建設機械及び農業機械関連事業の新規連結）

主な増益、減益セグメントは以下の通り。

　　　　 電力・インフラ（前年度対比▲123億円：主に海外電力事業の関連会社化）
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タイヤ製品の取扱数量増加等により当期利益は増益。

持分法による投資損益の改善があったものの、ムシパルプ事業の採算悪化、紙・板紙製品分野の
売上総利益の減益により当期利益は赤字。
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米国会社における固定資産の減損を主因に当期利益は減益。
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金融事業のファンド報酬増及び持分法による投資損益の改善等により当期利益は増益。

連 結 合 計

開発建設事業における売上総利益の増益等により当期利益は改善。
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海外電力事業の関連会社化の影響による売上総利益の減益があったものの、持分法による投資
損益の増益により当期利益は増益。

交通プロジェクト関連事業の売上総利益の増益及び為替差損益の改善を主因に当期利益は
増益。
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米国会計基準

主な差異要因

171 7 基準差異による有価証券損益の悪化があったものの、決算期ズレの影響等により当期利益は増益。
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国際会計基準

農薬関連事業の増益があったものの、持分法による投資損益の減益により当期利益は減益。

固定資産の減損を主因に当期利益は減益。

鉄鋼原料の価格下落による売上総利益の減益に加えて、持分法による投資損益の減益により
当期利益は減益。

建設機械及び農業機械関連事業の新規連結の影響による売上総利益の増益に加えて、持分法に
よる投資損益の増益及び前年度に固定資産の減損があったことにより当期利益は増益。
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主な対比要因

流通関連株式の減損があったものの、売上総利益の増益に加えて、為替差損益及び法人税負担の
改善等により当期利益は増益。

決算期ズレの影響に加えて、基準差異による固定資産の減損及び有価証券損益の減益を主因に
当期利益は減益。

▲ 47 基準差異による有価証券損益の減益を主因に当期利益は減益。

88 ▲ 20 基準差異による有価証券損益の悪化を主因に当期利益は減益。

▲ 0 ▲ 2 決算期ズレの影響等により当期利益は悪化。

68 ▲ 16 基準差異による有価証券損益の悪化を主因に当期利益は減益。

親会社の所有者に帰属する当期利益 親会社の所有者に帰属する当期利益

198 ▲ 69 基準差異による有価証券損益の減益及び固定資産の減損を主因に当期利益は減益。

144 ▲ 69 基準差異による固定資産の減損等により当期利益は減益。

2,057 ▲ 756

269 ▲ 34 基準差異により、持分法による投資損益の増益があったものの法人税負担の増加を主因に当期
利益は減益。

87 ▲ 20 基準差異による有価証券損益の減益を主因に当期利益は減益。

▲ 7 基準差異による法人税負担の増加を主因に当期利益は減益。

279 ▲ 234 決算期ズレの影響に加えて、基準差異による固定資産の減損及び有価証券損益の減益を主因に
当期利益は減益。

443 ▲ 245

【国際会計基準と米国会計基準との基準差異が連結決算に影響を与える主な項目】

○

○

○

【損益の差異内容】

○売上総利益 ・・・ +115億円（米国会計基準対比）

○営業利益 ・・・ +55億円（米国会計基準対比）

○税引前利益 ・・・ ▲903億円（米国会計基準対比）

【資産、負債及び資本の差異内容】

○

○

○ 連結ネット有利子負債は、決算期ズレの影響により米国会計基準対比707億円の増加と
なった。ネットDEレシオは、連結ネット有利子負債が増加したものの、連結資本も増加した
ため、米国会計基準とほぼ同程度の1.54倍となった。

国際会計基準では、非上場株式を含むすべての外部株式を公正価値にて評価することが
求められており、また、公正価値の変動をその他の包括利益にて認識することが認められて
いる。その他の包括利益にて認識することを選択した株式に係る減損及び売却損益は国際
会計基準では純損益として認識しない。

連結総資産は、決算期ズレの影響を主因に、米国会計基準対比1,522億円の増加となった。

減損の兆候がある固定資産について、米国会計基準では割引前将来キャッシュ・フローが
帳簿価額を上回っている限りは減損を認識しないが、国際会計基準では公正価値（または
使用価値）が帳簿価額を下回っている場合は減損を認識する。

基準差異による有価証券損益の悪化及び固定資産の減損ならびにデリバティブ損益の
悪化を主因に、米国会計基準対比903億円の減益となった。

主な増益セグメントは以下の通り。

米国会計基準では、子会社または持分法適用会社の決算日と親会社の決算日のずれが
3ヵ月以内であれば決算日を統一せずにそのまま連結決算を行うことが認められているが、
国際会計基準では決算日の統一が求められており、この影響による差異が発生している。
（決算期ズレの影響）

売上総利益が米国会計基準対比115億円増益になったものの、販売費及び一般管理費も増
加したことにより、米国会計基準対比55億円の増益となった。

連結資本は、国際会計基準への移行に伴う固定資産へのみなし原価の適用ならびに基準
差異による固定資産の減損により利益剰余金が減少したものの、基準差異による非上場
株式評価に伴う評価差額の増加、決算期ズレの影響による在外営業活動体の換算差額の
改善を主因に、米国会計基準対比156億円の増加となった。

連結範囲に関する基準差異及び決算期ズレの影響等により、米国会計基準対比115億円
の増益となった。

・金融･物流･情報（米国会計基準対比+70億円：主にファンド傘下会社の連結化）

・海外支店･現地法人（米国会計基準対比+45億円：主に決算期ズレの影響）


